


通常の労働者と短時間・有期雇用労働者との間に賃金その他の待遇の決定基準・ルールの

相違がある場合等の取扱い


（新設）

通常の労働者と短時間・有期雇用労働者との間に基本給、賞与、各種手当等の賃金その他

の待遇に相違がある場合において、その要因として通常の労働者と短時間・有期雇用労働者

の待遇の決定基準・ルールの相違があるときであっても、当該待遇の相違は短時間・有期雇

用労働法第８条の適用を受けるものであるが、その相違については、「通常の労働者と短時

間・有期雇用労働者との間で将来の役割期待が異なるため、待遇の決定基準・ルールが異な

る」等の主観的又は抽象的な説明では足りず、待遇の決定基準・ルールの相違は、短時間・

有期雇用労働法第８条の規定に基づき、客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認め

られるものであってはならない。派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間の待

遇の相違の要因として派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の待遇の決定基準・

ルールの相違があるときも同様である。



不合理と認められる待遇の相違の解消等に当たり、就業規則の変更により労働条件を変更

する場合の留意事項


（新設）

短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働者と短時間・有期雇用労働

者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等の目的は、短時間・有期

雇用労働者及び派遣労働者の待遇の改善であり、その目的に鑑みれば、当該待遇の相違の解

消等に当たっては、通常の労働者の労働条件を不利益に変更することなく、短時間・有期雇

用労働者及び派遣労働者の労働条件の改善を図ることが求められる。

その上で、事業主が、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不

合理と認められる待遇の相違の解消等に対応するため、やむを得ず、就業規則を変更するこ

とにより、その雇用する労働者の労働条件を不利益に変更する場合、労働契約法（平成19年

法律第128号）第９条の規定に基づき、原則として、労働者と合意する必要がある。また、

労働者と合意することなく、就業規則の変更により労働条件を労働者の不利益に変更する場

合、当該変更は、同法第10条の規定に基づき、当該変更に係る事情に照らして合理的なもの

である必要がある。ただし、基本的に、こうした対応は、望ましい対応とはいえないことに

留意すべきである。



その他


（新設）
短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４

の規定は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認めら

れる待遇の相違等を対象とするものであり、この指針は、当該通常の労働者と短時間・有期

雇用労働者及び派遣労働者との間に実際に待遇の相違が存在する場合に参照されることを目

的としている。このため、そもそも客観的にみて待遇の相違が存在しない場合については、

この指針の対象ではない。


第３ 短時間・有期雇用労働者 第３ 短時間・有期雇用労働者
短時間・有期雇用労働法第８条において、事業主は、短時間・有期雇用労働者の待遇のそれ
ぞれについて、当該待遇に対応する通常の労働者の待遇との間において、業務の内容及び当該
業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲
その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のを考慮して、不合理と認められる相違を設けてはならないこととされており、職務の内容、


当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行

う目的に照らして適切と認められるものの相違に応じた均衡のとれた待遇とすることが求めら

れている


。

短時間・有期雇用労働法第８条において、事業主は、短時間・有期雇用労働者の待遇のそれ
ぞれについて、当該待遇に対応する通常の労働者の待遇との間において、業務の内容及び当該
業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲
その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のを考慮して、不合理と認められる相違を設けてはならないこととされている
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